
【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係
る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て（平成12年３月８日老企第40号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）

６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所
定単位数の100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。
【厚生労働大臣が定める基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十五号）】
八十六の二の二 介護福祉施設サービスにおける高齢者虐待防止措置未実施減算の基準
指定介護老人福祉施設基準第三十五条の二（指定介護老人福祉施設基準第四十九条において準用す
る場合を含む。）に規定する基準に適合していること。

７ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位
数の100分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。
【厚生労働大臣が定める基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十五号）】
八十六の二の三 介護福祉施設サービスにおける業務継続計画未策定減算の基準
指定介護老人福祉施設基準第二十四条の二第一項（指定介護老人福祉施設基準第四十九条において
準用する場合を含む。）に規定する基準に適合していること。

【新設】高齢者虐待防止措置未実施減算

【新設】業務継続計画未策定減算

⑹高齢者虐待防止措置未実施減算について
高齢者虐待防止措置未実施減算については、施設において高齢者虐待が発生した場合ではなく、 指定介護老
人福祉施設基準第 3 5条の２（指定介護老人福祉施設基準第4 9 条において準用している場合も含む。）に規
定する 措置を講じていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算することとなる。 具体的には、
虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、虐待の防止のための指針を整備してい
ない、虐待の防止のための 研 修を年２回以上 実施していない又はこれらを 適切 に実施するための担当者を
置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後
に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められ
た月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとする。

⑺業務継続計画未策定減算について
業務継続計画未策定減算については、指定介護老人福祉施設基準第24条の２第１項（指定介護老人福祉施設基
準第 4 9 条において準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基
準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至っ
た月まで、当該事業所の入所者全員について、所定単位数から減算することとする。
なお、経過措置として、令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災
害に関する具体的計画を策定している場合には、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏まえ、
速やかに作成すること 。
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14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ
り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設におい
て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、入所者ごと
に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合は、当該基
準に掲げる区分に従い、⑴については１日につき、⑵及び⑶については１月につき、次に掲げる単
位数を所定単位数に加算する。

⑴ 個別機能訓練加算(Ⅰ) 12単位
⑵ 個別機能訓練加算(Ⅱ) 20単位
⑶ 個別機能訓練加算(Ⅲ) 20単位

【厚生労働省が別に定める基準】
八十六の三の二 介護福祉施設サービスにおける個別機能訓練加算の基準
イ 個別機能訓練加算(Ⅰ) 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職
員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事
業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下この号において「理学療法士等」という。）
を一名以上配置しているもの（入所者の数が百を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務
に従事する常勤の理学療法士等を一名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算
方法（指定介護老人福祉施設基準第二条第三項に規定する常勤換算方法をいう。）で入所者の数を百で除した数以上配
置しているもの）であること。

ロ 個別機能訓練加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 個別機能訓練加算(Ⅰ)を算定していること。
⑵ 入所者ごとの個別機能訓練計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出していること。
⑶ 必要に応じて個別機能訓練計画の内容を見直す等、機能訓練の実施に当たって、⑵の情報その他機能訓練の適切かつ
有効な実施のために必要な情報を活用していること。

ハ 個別機能訓練加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 個別機能訓練加算(Ⅱ)を算定していること。
⑵ 口腔衛生管理加算(Ⅱ)及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。
⑶ 入所者ごとに、理学療法士等が、個別機能訓練計画の内容等の情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必
要な情報、入所者の口腔の健康状態に関する情報及び入所者の栄養状態に関する情報を相互に共有すること。
⑷ ⑶で共有した情報を踏まえ、必要に応じて個別機能訓練計画の見直しを行い、当該見直しの内容について、理学療法
士等の関係職種間で共有していること。

【変更】個別機能訓練加算
（16） 個別機能訓練加算について
① 個別機能訓練加算は、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、
個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練(以下「個別機能訓練」という。)について算定する。
② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指導員、看護職員、
介護職員、生活相談員その他の職種の者を１名以上配置して行うものであること。
③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者
が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて
行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行う。なお、介護福祉施設サービスにおいては、個
別機能訓練計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計
画の作成に代えることができるものとすること。
④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容
を説明し、記録する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとするこ
と。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なければならないこと。なお、テレビ電
話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の
適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を
遵守すること。
⑤ 個別機能訓練に関する記録(実施時間、訓練内容、担当者等)は、利用者ごとに保管され、常に当該特定施設
の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。
⑥ 厚生労働省への情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term care Information system
For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度
等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及
び様式例の提示について」を参照されたい。
サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応
じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、当該実施内容の評価
（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク
ル）により、サービスの質の管理を行うこと。
提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用さ
れるものである。
⑦ 個別機能訓練加算(Ⅲ)における個別機能訓練、口腔、栄養の一体的取組についての基本的な考え方は別途通
知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参考とし、関係
職種間で共有すべき情報は、同通知の様式１－４を参考とした上で、常に当該事業所の関係職種により閲覧が
可能であるようにすること。
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【変更】ＡＤＬ維持等加算
⒄ ＡＤＬ維持等加算について
① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、 Barthel Index を用いて行うものとする。
② 大臣基準告示第 1 6 号の ２ イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。Ｌ
ＩＦ Ｅへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方
並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出
情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（ Plan ）、当該計画に基づく個
別機能訓練の実施 Do ）、当該実施内容の評価（ Check ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action
）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと 。提出された情報については、国民
の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。
③ 大臣基準告示第 1 6 号の ２ イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起算して ６ 月目
の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、次の表の上欄の評価対象
利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる値を加えた値を平均して得た値とする。
ＡＤＬ値が０ 以上 2 5 以下   ３
ＡＤＬ値が3 0 以上 5 0 以下  ３
ＡＤＬ値が5 5 以上 7 5 以下  ４
ＡＤＬ値が8 0 以上 1 00 以下 ５
④ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位 1 00 分の 1 0 に
相当する利用者（その数に １ 未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）及び下位 1 00 分の 1 0 に
相当する利用者（その数に １ 未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下この⒂
において「評価対象利用者」という。）とする。
⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出ている場合は、届出の日
から 1 2 月後までの期間を評価対象期間とする。
⑥ 令和 ６ 年度については、令和 ６ 年 ３ 月以前より ＡＤＬ 維持等加算 (Ⅱ)を算定している場合、 ＡＤＬ 利得に関わ
らず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から 1 2 月に限り算定を継続することができる。

（略）
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ニ 退所時栄養情報連携加算
注 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が判断した入
所者が、指定介護老人福祉施設から退所する際に、その居宅に退所する場合は当該入所者の主治の
医師の属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、病院、診療所又は他の介護保険施設
（以下この注において「医療機関等」という。）に入院又は入所する場合は当該医療機関等に対し
て、当該入所者の同意を得て、管理栄養士が当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したとき
は、１月につき１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注８又は栄養マネジ
メント強化加算を算定している場合は算定しない。

(23) 退所時栄養情報連携加算について
① 退所時栄養情報連携加算は、指定介護老人福祉施設と医療機関等の有機的連携の強化等を目的としたもの
であり、入所者の栄養に関する情報を相互に提供することにより、継続的な栄養管理の確保等を図るものであ
る。
② 退所時栄養情報連携加算は、別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にある
と医師が判断した入所者が、指定介護老人福祉施設からその居宅に退所する場合、当該入所者の主治の医師の
属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、当該指定介護老人福祉施設の管理栄養士が当該入所者の
栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。また、当該入所者が病院、診療所若しくは他の介護保険
施設（以下、「医療機関等」という。）に入院若しくは入所する場合、当該医療機関等に対して、当該指定介
護老人福祉施設の管理栄養士が当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。
なお、当該加算は、当該入所者が退所した日の属する月において、１月に１回を限度として算定できる。
③ 栄養管理に関する情報とは、提供栄養量、必要栄養量、食事形態（嚥下食コード含む。）、禁止食品、栄
養管理に係る経過等をいう。
④ 栄養管理に関する情報の提供については別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の
実施及び一体的取組について」）を参照されたい。
⑤ 退所時栄養情報連携加算の対象となる特別食は、別に厚生労働大臣が定める特別食に加え、心臓疾患等の
入所者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の入所者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の入所者に対する
潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している入所者に対する低残渣食並びに高度
肥満症（肥満度がプラス 40％以上又は BMI が 30 以上）の入所者に対する治療食をいう。
なお、高血圧の入所者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0 グラム未満のものに限る。）及び嚥下困難者
（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービ
ス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、退所
時栄養情報連携加算の対象となる特別食に含まれる。

【新設】退所時栄養情報連携加算
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ホ 再入所時栄養連携加算
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設に入所している者が退所し、当
該者が病院又は診療所に入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定介護老人福祉
施設に入所する際、当該者が別に厚生労働大臣が定める特別食等を必要とする者であり、当該指定
介護老人福祉施設の管理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者に関する栄養ケ
ア計画を策定したときに、入所者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、イ
及びロの注８を算定している場合は、算定しない。

(24) 再入所時栄養連携加算について
① 指定介護老人福祉施設に入所していた者が、医療機関に入院し、当該者について、医師が別に厚生労働大
臣が定める特別食又は嚥下調整食を提供する必要性を認めた場合であって、当該者が退院した後、直ちに再度
当該指定介護老人福祉施設に入所（以下「二次入所」という。）した場合を対象とすること。
② 嚥下調整食は、硬さ、付着性、凝集性などに配慮した食事であって、日本摂食嚥下リハビリテーション学
会の分類に基づくものをいう。また、心臓疾患等の者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の者に対する潰瘍食、侵
襲の大きな消化管手術後の入所者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下し
ている者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度がプラス40％以上又はＢＭＩが30以上）の者に対する治
療食を含む。なお、高血圧の者に対する減塩食（食塩相当量の総量が6.0グラム未満のものに限る。）及び嚥
下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、介護福祉施設サービス、介護保健施
設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異な
り、再入所時栄養連携加算の対象となる特別食に含まれる。
③・④ （略）

ヘ 退所時等相談援助加算
⑴～⑷ （略）
⑸ 退所時情報提供加算 250単位
注１～４ （略）
５ ⑸については、入所者が退所し、医療機関に入院する場合において、当該医療機関に対して、当
該入所者の同意を得て、当該入所者の心身の状況、生活歴等の情報を提供した上で、当該入所者の
紹介を行った場合に、入所者１人につき１回に限り算定する。

(25) 退所時等相談援助加算について
①～③（略）
④退所時情報提供加算について
イ 入所者が退所して医療機関に入院する場合、当該医療機関に対して、入所者を紹介するに当
たっては、別紙様式１３ の文書に必要な事項を記載の上、当該医療機関に交付するとともに、交付
した文書の写しを 介護記録等 に添付すること。
ロ 入所者が医療機関に入院後、当該医療機関を退院し、同一月に再度当該医療機関に入院する場
合には、本加算は算定できない。

【変更】再入所時栄養連携加算

【変更】退所時等相談援助加算
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ト 協力医療機関連携加算
注 指定介護老人福祉施設において、協力医療機関（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に
関する基準第28条第１項本文（同令第49条において準用する場合を含む。）に規定する協力医療機
関をいう。）との間で、入所者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情報を共有する会議を定期的
に開催している場合は、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算
する。
⑴ 当該協力医療機関が、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第28条第１項各
号に掲げる要件を満たしている場合 50単位
⑵ ⑴以外の場合 ５単位

リ 経口移行加算
注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設において、医師の指示に基づ
き、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、現に経
管により食事を摂取している入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作
成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養
管理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は、当該計画が作成された日から起算
して180日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注８を算定
している場合は、算定しない。

(29) 経口移行加算について
①～④ （略）
⑤ なお、当該加算に係る計画の作成に当たっては別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓
練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。

【新設】協力医療機関連携加算

【変更】経口移行加算

(27) 協力医療機関連携加算 について
① 本加算は、高齢者施設等と協力医療機関との実効性のある連携体制を構築する観点から、入所者の急変時
等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するため、入所者の病歴等の情報共有や急変時等における対応の
確認等を行う会議を定期的に開催することを評価するものである。
② 会議では、特に協力医療機関に対して診療の求めを行うこととなる可能性が高い入所者や新規入所者を中
心に情報共有や対応の確認等を行うこととし、毎回の会議において必ずしも入所者全員について詳細な病状等
を共有しないこととしても差し支えない。
③ 協力医療機関が 指定介護老人福祉 施設基準第 2 8 条第１項第１号から第３号までに規定する要件（以下、
３要件という。）を満たしている場合には⑴の 50 単位（令和７年３月 31 日までの間は 100 単位）、それ以
外の場合は⑵の５単位を加算する。⑴について、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより３要
件を満たす場合には、それぞれの医療機関と会議を行う必要がある。⑴を算定する場合において、指定介護老
人福祉 施設基準第 2 8 条第２項に規定する届出として３要件を満たす医療機関の情報を都道府県知事に届け
出ていない場合には、速やかに届け出ること 。
④ 「会議を定期的に開催」とは、概ね月に１回以上開催されている必要がある。ただし、電子的システムに
より当該協力医療機関において、当該施設の入所者の情報が随時確認できる体制が確保されている場合には、
定期的に年３ 回以上開催することで差し支えないこととする。なお、協力医療機関へ診療の求めを行う可能
性の高い入所者がいる場合においては、より高い頻度で情報共有等を行う会議を実施することが望ましい。
⑤ 会議は，テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以
下同じ。）を活用して 行うことができるものとする。この際，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介
護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全
管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
⑥ 本加算における会議は、 指定介護老人福祉 施設基準第 2 8 条第２項に規定する、入所者の病状が急変した
場合の対応の確認と一体的に行うこととしても差し支えない。
⑦ 会議の開催状況については，その概要を記録しなければならない。
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ヌ 経口維持加算
⑴・⑵ （略）
注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福祉施設において、現
に経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥えんが認められる入所者に対
して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員
その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所
者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であっ
て、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示
を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士
が、栄養管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注８又は経
口移行加算を算定している場合は算定しない。
２ （略）

(30) 経口維持加算について
①～④ （略）
⑤ なお、当該加算に係る計画の作成に当たっては（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、
口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。

（略） (31) 口腔衛生管理加算について
①～⑤ （略）
⑥ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても算定できる
が、訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導料が ３ 回以上
(令和 ６年６月以降、 診療報酬の算定方法（平成 2 0 年厚生労働省告示第 5 9 号）別表第 ２ 歯科診
療報酬点数表の区分番号Ｃ００１に掲げる訪問歯科衛生指導料の「注２」に規定する緩和ケアを実
施するものの場合は、7 回以上） 算定された場合には算定できない。

ワ 特別通院送迎加算 594単位
注 透析を要する入所者であって、その家族や病院等による送迎が困難である等やむを得ない事情が
あるものに対して、１月に12回以上、通院のため送迎を行った場合は、１月につき所定単位数を加
算する。

(33) 特別通院送迎加算について
特別通院送迎加算は、施設外において透析が必要な入所者が、家族等による送迎ができない、送迎
サービスを実施していない病院又は診療所を利用している場合等のやむを得ない事情により、施設
職員が送迎を行った場合に算定できるものであり、透析以外の目的による通院送迎は当該加算のた
めの回数に含めない 。

【新設】特別通院送迎加算

【変更】 経口維持加算

【変更】口腔衛生管理加算
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カ 配置医師緊急時対応加算
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方
法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設
において、当該指定介護老人福祉施設の配置医師（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に
関する基準第２条第１項第１号に規定する医師をいう。以下この注において同じ。）が当該指定介
護老人福祉施設の求めに応じ、配置医師の通常の勤務時間外（配置医師と当該指定介護老人福祉施
設の間であらかじめ定められた配置医師が当該指定介護老人福祉施設において勤務する時間以外の
時間をいい、早朝（午前６時から午前８時までの時間をいう。以下この注において同じ。）、夜間
（午後６時から午後10時までの時間をいう。以下この注において同じ。）及び深夜（午後10時から
午前６時までの時間をいう。以下この注において同じ。）を除く。以下この注において同じ。）、
早朝、夜間又は深夜に当該指定介護老人福祉施設を訪問して入所者に対し診療を行い、かつ、診療
を行った理由を記録した場合は、診療が行われた時間が配置医師の通常の勤務時間外の場合は１回
につき325単位、早朝又は夜間の場合は１回につき650単位、深夜の場合は１回につき1,300単位を
加算する。ただし、看護体制加算(Ⅱ)を算定していない場合は、算定しない。

【厚生労働省が別に定める基準】
五十四の二 指定介護福祉施設サービスにおける配置医師緊急時対応加算に係る施設基準
第四十四号の二の規定を準用する。この場合において、同号ロ中「指定地域密着型サービス基準第百五十二条
第一項本文（指定地域密着型サービス基準第百六十九条において準用する場合を含む。）」とあるのは「指定
介護老人福祉施設基準第二十八条第一項本文に規定する（指定介護老人福祉施設基準第四十九条において準用
する場合を含む。）」と読み替えるものとする。

四十四の二 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における配置医師緊急時対応加算に係る施設基
準
イ （略）
ロ 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と指定地域密着型サービス基準第百五十二条第一項本文
（指定地域密着型サービス基準第百六十九条において準用する場合を含む。）に規定する協力医療機関の医師
が連携し、施設の求めに応じ二十四時間対応できる体制を確保していること。

【変更】 配置医師緊急時対応加算

(34) 配置医師緊急時対応加算について
①～③（略）
④ 配置医師の通常の勤務時間外とは、配置医師と施設の間であらかじめ定められた配置医師が当
該施設において勤務する時間以外の時間（早朝 ・ 夜間及び深夜を除く）とし、 早朝・夜間（深夜
を除く）とは、午後 ６ 時から午後 1 0 時まで又は午前 ６ 時から午前 ８ 時までとし、深夜とは 、
午後 1 0 時から午前 ６ 時までとする。なお、診療の開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合
に、当該加算を算定すること。診療時間が長時間にわたる場合に、加算の対象となる時間帯におけ
る診療時間が全体の診療時間に占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できな
い。
⑤ 算定に当たっては、配置医師と施設の間で、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の
方法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼するタイミング等に関する取り決めを事
前に 定め 、 １年に１ 回以上見直しをすることにより、 2 4 時間配置医師又はその他の医師による
対応が可能な体制を整えることとする。

介
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ソ 認知症専門ケア加算
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法に
より、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設が、
別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、当該基準に掲げる区分
に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定
している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、認知症チームケア推進加算を算定
している場合においては、次に掲げる加算は算定しない。
⑴・⑵ （略）

（略）

ツ 認知症チームケア推進加算
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法に
より、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設が、
別に厚生労働大臣が定める者に対し認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以下
「予防等」という。）に資するチームケア（複数人の介護者がチームを組み、入所者の情報を共有
した上で介護に係る課題を抽出し、多角的な視点で課題解決に向けた介護を提供することをいう。
以下同じ。）を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を
加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他
の加算は算定せず、認知症専門ケア加算を算定している場合においては、次に掲げる加算は算定し
ない。
⑴ 認知症チームケア推進加算(Ⅰ) 150単位
⑵ 認知症チームケア推進加算(Ⅱ) 120単位

【変更】認知症専門ケア加算

(39) 認知症チームケア推進加算について
認知症チームケア推進加算の内容については、別途通知（「認知症チームケア推進加算に関する実
施上の留意事項等について」）を参照すること。

【新設】認知症チームケア推進加算
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【厚生労働大臣が定める基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十五号）】
五十八の五の二 認知症対応型共同生活介護費、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費、介護福祉施
設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院サービス及び介護予防認知症対応型共同生活介護費における
認知症チームケア推進加算の基準
イ 認知症チームケア推進加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対する注意を必要と
する認知症の者（以下この号において「対象者」という。）の占める割合が二分の一以上であること。
⑵ 認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以下「予防等」という。）に資する認知症介護の
指導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の
予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了している者を一名以上配置し、かつ、複数人の介護職員か
ら成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいること。
⑶ 対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、認
知症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施していること。
⑷ 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、認
知症の行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を行ってい
ること。
ロ 認知症チームケア推進加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ イ⑴、⑶及び⑷に掲げる基準に適合すること。
⑵ 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を一名以上配
置し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいること。
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

（略） (41) 褥瘡マネジメント加算について
①～③ （略）
④ 大臣基準第 7 1 号の２イ⑴の施設入所時の評価は、大臣基準第 7 1 号の２イ⑴から ⑸ までの要件に適合しているも
のとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降の新規入所者については、当該者の施設入所時に評価を
行うこととし、届出の日の属する月の前月において既に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介
護記録等に基づき、施設入所時における評価を行うこと。
⑤ （略）
⑥ 大臣基準第 7 1 号の ２ イ ⑶ の褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参考にしながら、入所者ご
とに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項や、入所者の状態を考慮した評価を行う間隔
等を検討し、別紙様式５を用いて、作成すること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、褥瘡ケア計画に相当する
内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることができるものとす
るが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。
⑦ 大臣基準第 7 1 号の ２ イ ⑷ において、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際には、褥瘡ケア・マネジメント
の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。
⑧ 大臣基準第 7 1 号の ２ イ ⑸ における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実施上の問題（褥瘡管理の変更の
必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに実施すること。その際、ＰＤＣＡ
の推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用すること。
⑨ 褥瘡マネジメント加算 (Ⅱ)は、褥瘡マネジメント加算 (Ⅰ)の算定要件を満たす施設において、④の評価の結果、施
設入所時に 褥瘡 が 認められた又は 褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、施設入所日の属する月の翌
月以降に別紙様式５を用いて評価を実施し、当該月に別紙様式５に示す持続する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発症がない
場合に、所定単位数を算定できるものとする。ただし、施設入所時に褥瘡があった入所者については、当該褥瘡の治癒
後に 、 算定できるものとする。
（削る）
⑩ （略）

【変更】褥瘡マネジメント加算
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

（略） (42) 排せつ支援加算について
①～③ （略）
④ 大臣基準第 71 号の３イ⑴の評価は、別紙様式６を用いて、 以下の (ア)から (ウ)について実施する。
(ア) 排尿の状態
(イ) 排便の状態
(ウ) おむつの使用
(エ) 尿道カテーテルの留置
⑤～⑦ （略）
⑧ 大臣基準第 71 号の３イ⑵の「排せつに介護を要する入所者」とは、④の (ア)若しくは (イ)が「一部介
助」又は「全介助」 と評価される者又は (ウ)若しくは (エ)が「あり」の者をいう。
⑨ 大臣基準第 71 号の３イ⑵の「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる」とは、特
別な支援を行わなかった場合には、④の (ア)から (エ)の評価 が 不変 又 は低下となる ことが見込まれるもの
の、適切な対応を行った場合には、 ④の (ア)から (エ)の評価が 改善することが見込まれることをいう。
⑩～⑬ （略）
⑭ 排せつ支援加算 (Ⅱ)は、排せつ支援加算 (Ⅰ)の算定要件を満たす施設において、施設入所時と比較して、
④に掲げる (ア)若しくは (イ)の評価の少なくとも 一方が改善し、かつ、いずれにも悪化がない場合又は (ウ)
若しくは (エ)の評価が 改善した場合に、算定できることとする。
⑮ 排せつ支援加算 (Ⅲ)は、排せつ支援加算 (Ⅰ)の算定要件を満たす施設において、施設入所時と比較して、
④に掲げる (ア)又は (イ)の評価の少なくとも 一方が改善し、いずれにも悪化がなく、かつ、 (ウ)の評価が 改
善した場合に、算定できることとする。
（削る⑯）

【変更】排せつ支援加算
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

ム 自立支援促進加算 280単位
注 （略）

(43) 自立支援促進加算について
①～④ （略）
⑤ 大臣基準第 7 1 号の ４ ロの支援計画は、関係職種が共同し、別紙様式７を用いて作成するこ
と。作成にあたっては、④の医学的評価及び支援実績等に基づき、個々の入所者の特性に配慮しな
がら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意すること。
⑥ 当該支援計画の各項目は原則として以下のとおり実施すること。その際、入所者及びその家族
の希望も確認し、入所者の尊厳が支援に当たり十分保持されるように留意すること。
ａ 寝たきりによる廃用性機能障害の防止や改善へ向けて 、離床、座位保持又は立ち上がりを計画
的に支援する。
ｂ 食事は、本人の希望に応じ、居室外で、車椅子ではなく普通の椅子を用いる 、本人が長年親し
んだ食器や箸を施設に持ち込み使用する等、施設においても、本人の希望を尊重し、自宅等におけ
るこれまでの暮らしを維持できるようにする。食事の時間や嗜好等への対応について、画一的では
なく、個人の習慣や希望を尊重する。
ｃ・ｄ （略）
ｅ 生活全般において、 画一的・集団的な介護ではなく個別ケアの実践のため、 入所者本人や家族
と相談し、可能な限り自宅での生活と同様の暮らしを続けられるようにする。
ｆ （略）
g 入所者の社会参加につなげるために、入所者と地域住民等とが交流する機会を定期的に設ける
等、地域や社会とのつながりを維持する。
⑦～⑨ （略）

【変更】自立支援促進加算
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

ノ 高齢者施設等感染対策向上加算
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法に
より、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設が、
入所者に対して指定介護福祉施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月に
つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
⑴ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ) 10単位
⑵ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ) ５単位

【厚生労働大臣が定める基準（平成二十七年厚生労働省告示第九十五号）】
八十六の五 介護福祉施設サービスにおける高齢者施設等感染対策向上加算の基準
イ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保しているこ
と。
⑵ 指定介護老人福祉施設基準第二十八条第一項本文（指定介護老人福祉施設基準第四十九条におい
て準用する場合を含む。）に規定する協力医療機関その他の医療機関（以下この号において「協力
医療機関等」という。）との間で、感染症（新興感染症を除く。以下この号において同じ。）の発
生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、協力医療機関等と連携し適切に対応し
ていること。
⑶ 感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内感染対策
に関する研修又は訓練に一年に一回以上参加していること。
ロ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)
感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、三年に一回以上、施設内で感染者が発生した
場合の対応に係る実地指導を受けていること。

【新設】高齢者施設等感染対策向上加算
(46) 高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅰ)について
４の⒇ を準用する。
(47) 高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅱ)について
４の(21)を準用する。

⒇高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅰ)について
① 高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅰ)は、高齢者施設等における平時からの感染対策の実施や、感染症発生時に感染
者の対応を行う医療機関との連携体制を評価するものであること。
② 高齢者施設等において感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に少なくと
も１年に 1 回以上参加し、指導及び助言を受けること。院内感染対策に関する研修又は訓練については、診療報酬の算
定方法（平成 2 0 年厚生労働省告示第 5 9 号）
別表第一医科診療報酬点数表の区分番号 Ａ２３４－２ に規定する感染対策向上加算（以下、感染対策向上加算とい
う。）又は医科診療報酬点数表の区分番号 Ａ０００ に掲げる初診料の注 11 及び再診料の注 15 に規定する外来感染対策
向上加算に係る届出を行った医療機関が実施する院内感染対策に関するカンファレンス 又は訓練 や職員向けに実施する
院内感染対策に関する研修、地域の医師会が定期的に主催する院内感染対策に関するカンファレンス 又は訓練 を対象と
する。
③ 居宅サービス 基準 第 1 92 条により準用する 第 1 04 条第 ２ 項に基づき、介護職員その他の従業員に対して実施す
る感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機関等における研修又は訓練の内
容を含めたものとすること。
④ 居宅サービス 基準第 1 91 条第 ４ 項において、 指定特定 施設は、施設の入居者が新興感染症に感染した際に、感
染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時等における対応を取り決めるよう努めること
としており、加算の算定にあたっては、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を
確保しているこ と。新興感染症発生時等の対応としては、感染発生時等における相談、感染者の診療、入院の要否の判
断等が求められることから、本加算における連携の対象となる第二種協定指定医療機関は診療所、病院に限る。なお、
第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを妨げるものではない。
⑤ 季節性インフルエンザやノロウイルス感染症、新型コロナウイルス感染症など特に高齢者施設等において流行を起
こしやすい感染症について、協力医療機関等と連携し、感染した入 居 者に対して適切に医療が提供される体制が構築さ
れてい ること。特に新型コロナウイルス感染症については、「高齢者施設等における医療機関との連携体制等にかかる
調査の結果について（令和５年 12 月７日付事務連絡）」のとおり新型コロナウイルス感染症の対応を行う医療機関との
連携状況等を調査しており、引き続き感染者の対応が可能な医療機関との連携体制を確保していること。
(21) 高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅱ)について
① 高齢者施設等感染対策向上加算 (Ⅱ)は、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、少なくとも３年に１
回以上、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けている場合に、月１回算定するもの。
② 実地指導については、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関において設置された感染制御チームの専任の
医師又は看護師等が行うことが想定される。
③ 居宅サービス基準第 1 92 条により準用する第 1 04 条第２項に基づき、介護職員その他の従業員に対して実施する
感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機関によ る実地指導の内容を含めた
ものとすること。
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

オ 新興感染症等施設療養費（１日につき） 240単位
注 指定介護老人福祉施設が、入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対
応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者に対し、適切
な感染対策を行った上で、指定介護福祉施設サービスを行った場合に、１月に１回、連続する５日
を限度として算定する。

(48) 新興感染症等施設療養費について
① 新興感染症等施設療養費は、新興感染症のパンデミック発生時等において、施設内で感染した高
齢者に対して必要な医療やケアを提供する観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、
必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染した高齢者の療養を施設内で行うこと
を評価するものである。
② 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指定す
る。令和６年 ４ 月時点においては、指定している感染症はない。
③ 適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（スタンダー ド・プリコーショ
ン）の徹底、ゾーニング、コホーティング、感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体
的な感染対策の方法については、「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」を参考とする
こと。

【新設】新興感染症等施設療養費
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【香川県令和5年度集団指導（介護保険施設等）】 介護老人福祉施設

ク 生産性向上推進体制加算
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法に
より、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護老人福祉施設にお
いて、入所者に対して指定介護福祉施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、
１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している
場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
⑴ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100単位
⑵ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10単位

八十六の六 介護福祉施設サービスにおける生産性向上推進体制加算の基準
第三十七号の三の規定を準用する。

三十七の三 短期入所生活介護費における生産性向上推進体制加算の基準
イ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会に
おいて、次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。
㈠ 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」という。）を活用する
場合における利用者の安全及びケアの質の確保
㈡ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
㈢ 介護機器の定期的な点検
㈣ 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修
⑵ ⑴の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する実績
があること。
⑶ 介護機器を複数種類活用していること。
⑷ ⑴の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確保並びに負担軽減
について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、及び当該取組の実施を定期的に確認す
ること。
⑸ 事業年度ごとに⑴、⑶及び⑷の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。
ロ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ イ⑴に適合していること。
⑵ 介護機器を活用していること。
⑶ 事業年度ごとに⑵及びイ⑴の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。

【新設】生産性向上推進体制加算

(49) 生産性向上推進体制加算について
生産性向上推進体制加算の内容については、別途通知（「生産性向上推進体制加算に関する基本的
考え方並びに事務処理手順及び様式例について」）を参照すること。
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